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1. 緒言 

1.1 背景 

 空気の汚染は、古くは硫黄酸化物による四日市喘息などの公害問題に始まり、近年では屋外にお

ける有機リン系農薬や杉並病、室内における化学物質過敏症やシックハウス症候群などの揮発性有

機化合物（VOC）による健康問題にまで広がり、形を変えてなお人々に健康影響を与えている。 

 これらの健康影響をもたらす空気環境の変化を評価する方法として、環境省による大気汚染常時

監視測定局における汚染物質の測定や厚生労働省による 13 物質の室内指針値提示、また労働環境に

おける定期的な作業環境調査などの法整備と施行が行われてきた。 

一方、分析技術の面では、空気中の極微量な VOC を測定できるような積算分析装置、技術が開発

され、数分から数秒単位の時間分解能をもつ総揮発性有機化合物濃度や粒子濃度の連続測定装置も

開発されている。しかしこれらの手法は、健康影響が起きている環境の現状を把握するために用い

られており、健康影響の防除や空気環境の改善対策に結び付けるためのアプローチが不十分である。

この問題を解決するためには、汎用性のある空気環境評価法が必要であり、中でも連続測定値を用

いた評価法が空気環境の変化を捉えるという意味で有用であると考えられる。 

現在行われている連続測定では、測定時間間隔を装置の機能または運用上の利便さなどによって

決定しており、合理的な根拠に基づいてはいない。連続的な濃度測定によって空気環境の変化を検

知するためには、対象とする空間のスケールに応じた測定時間間隔で測定を行う必要がある。さら

に、空気環境を評価するためには、連続測定によって得られた測定値を、発生源の性質や評価目的

に応じて平均化することが必要になる。 

1.2 目的 

本研究の目的は、空気環境の変化を捉えるための手法として連続測定法をとりあげ、汚染物質を

検知するための測定時間間隔を設定し、さらに空気環境を評価するための連続測定値の平均化時間

設定手順を提案することである。 

2. 拡散スケールによる測定時間間隔 

2.1 対象空間  

測定時間間隔を求めるための空間は、大陸環境から個人曝露域までとした。またフィールド調査

は、地域環境、作業環境、室内環境、個人曝露域の 4 空間で行った。 
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2.2 測定時間間隔の設定 

 空気環境を変化させるような汚染物質の発生を捉え

るためには、測定時間間隔を汚染物質の移動時間よりも

小さくする必要がある。汚染物質は、主に大気の流れに

よって運ばれることから、測定時間間隔として点源から

瞬間的に放出された汚染物質が測定点に到達するまで

に要する時間を取ることとした。手順として、空間サイ

ズの代表距離 L を代表風速 v で除したものを考える。な

お、ここで代表風速は既存調査例における頻出風速をも

とに設定した。 
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図１ 代表距離 L と到達時間 t の相関 

表１ 空間別拡散スケールと測定時間間隔 

 

評価空間 代表距離 (m) 代表風速(m/sec) 到達時間 (min) 混合時間(min) 測定時間間隔

個人曝露域 1 0.1 0.15 0.20 10 sec 
室内環境 10 0.2 0.83 0.93 1 min 
作業環境 100 0.5 3.6 4.3 5 min 
地域環境 5,000 1.5 56 58 60 min 
大陸環境 2,000,000 10 3300 3200 2 day 

この方法によって得られた汚染物質到達時間と代表距離の関係は       で表された（図

１）。これは、空間内の拡散現象における混合代表時間      に近い値であった。 
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となり、設定した測定時間隔を用いた連続測定により汚染物質の発生を検知できることが示された。 

2.3 連続測定値の平均化 

設定した測定時間間隔により検知された連続測定値

を用いて、発生した汚染物質が対象空間の空気質にどの

程度変化を与えたかを知るためには、得られた連続測定

値を平均化する必要がある。図 2 より既存の空気環境評

価で用いられている評価時間は、測定時間間隔より長時

間であり、連続測定値により空気環境評価が可能である

ことが示された。さらに、平均化時間を決定するための

項目として、発生源の時定数、空気環境変化の時定数、

曝露時間、空間雰囲気の時定数、過去のデータの時定数

を挙げ、発生源の特性と評価目的に応じた平均化時間を選択するものとした。 

3. フィールド調査 

2.2 で得られた測定時間間隔を用いて、地域環境、作業環境、個人曝露域、室内環境において実測

調査を行い、設定した測定間隔の妥当性を検証した。さらに目的に応じて連続測定値の平均化を行

い、発生源の推定、空気環境改善対策の提案を行った。 

3.1 地域環境 

地域環境における測定時間間隔を 60 分とし、大気汚染常時監視測定局にて測定されている連続測
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図 2 測定時間間隔と評価時間 
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定値を用いて、空気環境変化が認められる地域の評価を行った。対象測定項目は窒素酸化物（NOX）

濃度と非メタン炭化水素（NMHC）濃度とし、これらを用いて未特定の VOC による地域環境汚染の

程度を評価した。 

3.1.1 調査方法 

NMHCの発生源は非燃焼系が燃焼系より多く、NOxの発生源は主に燃焼系発生源であることから、

NMHC/NOX 比の大小は、非燃焼系発生源からの NMHC 発生寄与を表すと考えられる。また、NMHC

と NOX は大気中で同様に拡散するため NMHC/NOX 比を用いることにより気象変動による影響を最

小限にして、地域の空気環境評価ができると考え、NMHC/NOX比を用いた調査を行った。 

3.1.2 結果および考察 

 対象地域として空気環境汚染が懸念されている大阪府寝屋川市をとりあげ、一般環境大気測定局

（一般局）寝屋川局と対照局として選定した近隣の東大阪局（一般局）および自動車排出ガス測定

局（自排局）四条畷局の NMHC/NOX 比の 1 時間値を比較した。さらに、平均化時間を 24 時間、1

週間として各空気環境を評価したが、汚染原因を特定するような傾向は得られなかった。そこで平

均化時間を 1 ヶ月、1 年間として解析を行ったところ、一般局では夏季に NMHC/NOX比が高値を示

すが、自排局である四条畷局では、この傾向がみられなかった（図 3）。よって、発生源が自動車で

あるため、季節に係らず NMHC、NOx の測定値が変化しない自排局に比べ、一般局では気温の上昇

に伴い NMHC の排出量が上昇するような非燃焼系発生源が存在することが示唆された。次に図 4 に

示した NMHC/NOX比の経年変化では、1997 年度から 2000 年度までの年平均値は、一般局である寝

屋川局、東大阪局ともに同程度であるが、2001 年度付近から両者の比は乖離を見せ始め、2002 年度

以降寝屋川局は高値を維持している（図 4）。これを、寝屋川市におけるゴミ処理の経緯と比較する

と 2002 年度に廃プラスチックの全戸収集、圧縮梱包が開始された時期と NMHC/NOXが高値を示す

ようになった時期が同期しており、2004 年度に廃プラスチック再製品化工場の建設、操業が開始さ

れてから、さらに高値を示した。よって建設時期が NMHC/NOXの増加と同期している再製品化工場

が非燃焼系発生源である可能性があると考えられた。 

3.2 個人曝露域および作業環境 

 金属鍍金工場の金属洗浄工程を例にあげ、TVOC 連続測定装置（光イオン化検出器:PID）を用い

て得られた連続測定値により個人曝露域と作業環境の空気環境を評価した。 

3.2.1 調査方法 

 対象とした金属鍍金工場では、洗浄槽に洗浄溶剤としてトリクロロエチレン（TCE）を満たして沸

図 4 寝屋川局、東大阪局、四条畷局における 

NMHC/NOX 比の経年変化（1997 年度～2004 年度） 
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図 3 寝屋川局,東大阪局,四条畷局における 

NMHC/NOX 比の経月変化と気温変化（2004 年度） 
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点以上（90℃）に熱し、加工した金属部品を浸漬することにより洗浄を行っている。調査は PID を

用いた洗浄槽前と洗浄槽より 10 m 離れた作業環境における TCE 濃度の連続測定と GC/MS 法による

積算分析法を行った。また、対象空間を個人曝露域と作業環境とし、それぞれの測定時間間隔をそ

れぞれ 10 秒と 2 分間とした。 

3.2.2 結果および考察 

洗浄工程において洗浄槽から発生する TCE の濃度は、作業内容により高濃度で不規則に変動した

（8300～200000 mg/m3）。この変動は、離れた作業環境においても時間遅れで観測され、発生源にお

ける TCE 放散コントロールにより作業環境が改善できるものと考えられた。よって連続測定による

TCE 放散濃度測定は、個人曝露量の監視とともに作業環境維持のために有効であると考えられた。 

3.3 室内環境 

室内では、VOC 発生源として建材などから定常的に発生するものと居住者の行動によって短期的

に発生するものが存在する。本調査では、測定時間間隔を 1 分とした連続測定値を用いて、短期的

な室内空気環境の変化を観測し、その平均化により長期的な室内空気環境の変化を評価した。 

3.3.1 調査方法 

 居住状態にある複数の住宅を対象として、終日 PID 法による TVOC の連続測定を行い、居住者の

行動記録表をもとに TVOC 濃度の変化と居住者の行動との相関を求めた。また、連続測定値を換気

のモデル式にフィッティングし、換気量と TVOC の発生強度を推定した。さらに、平均化時間の異

なる 2種類の移動平均値を用いた積算分析法のための自

動サンプリング法を提案した。 
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風

3.3.2 結果および考察 

・ 居住者の行動による TVOC 濃度変化 

室内のTVOC濃度を大きく変動させる居住者の行動

は、調理、飲食、喫煙であった。調理、飲食は数十分

から 1 時間の時定数を持ち、喫煙では数分間であった。 

 連続

 連続測定値を換気のモデル式にフィ

ことにより、換気量と TVOC 発生強度を求めた。本解

析法により室内空気環境低下の原因が換気の不足であ

るか VOC 放散であるのかを識別した。（図 5 参照）。 

 2 種類の移動平均値を用いた積算分析法 

連続測定時における移動平均時間を長･短

し、両者の比較によりピークを検出し積算分析のた

めの自動サンプリングを可能とした。 

 結言 

連続的測

速で序することにより得られる汚染物質の到達時間をもとに設定することが簡便かつ有効であっ

た。さらに、得られた連続測定値を用いて空気環境を評価するためには、汚染物質が瞬間発生か定

常発生かといった発生源の時定数、換気回数などの空気環境変化の時定数、気候変動などの雰囲気

変化の時定数、積算曝露量、過去のデータの時定数などの項目を軸に判断することにより、最適な

平均化時間を選択する手法を提案した。 

図 5 TVOC 濃度変化を用いた換気量推定 
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